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(57)【要約】
【課題】水又は水分の多い食材に接したときに容易に崩壊して原型を留めない可食性フィ
ルムを提供する。
【解決手段】水溶性のハイドロコロイドと、食物繊維素材と少なくとも含有し、この食物
繊維素材は、保水力が３５０～２０００質量％（ｗ／ｗ）である天然由来セルロースであ
ることを特徴とする可食性フィルムである。この場合において、食物繊維素材は、形態が
球状又は繊維状であり、球状の場合は平均粒子径が１０～１５０μｍであり、繊維状の場
合は平均繊維長が１０～１０００μｍであることが好適である。
【選択図】なし



(2) JP 2018-23311 A 2018.2.15

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水溶性のハイドロコロイドと、食物繊維素材と少なくとも含有し、
　前記食物繊維素材は、ＪＩＳ５１０１－１３－１に準拠した方法で測定した保水力が３
５０～２０００質量％（ｗ／ｗ）である天然由来セルロースであることを特徴とする可食
性フィルム。
【請求項２】
　前記食物繊維素材は、形態が球状又は繊維状であり、
　前記球状の場合は平均粒子径が１０～１５０μｍであり、前記繊維状の場合は平均繊維
長が１０～１０００μｍであることを特徴とする請求項１に記載の可食性フィルム。
【請求項３】
　前記食物繊維素材は、パルプ由来の結晶セルロース、パルプ由来の繊維状セルロース、
ビートファイバー、えんどう豆ファイバー、シトラスファイバー、小麦ファイバー、オー
ト麦ファイバー、サトウキビファイバー、ポテトファイバー、コーンファイバー、アップ
ルファイバー、グレープシードファイバー、米ぬか由来ファイバー及び大豆由来ファイバ
ーからなる群より選択される少なくとも１種類であることを特徴とする請求項１又は２に
記載の可食性フィルム。
【請求項４】
　前記ハイドロコロイドは、グアーガム、タラガム、ＬＭペクチン、ＨＭペクチン、アル
ギン酸ナトリウム、アルギン酸プロピレングリコールエステル、イオタカラギナン、ラム
ダカラギナン、ゼラチン、アラビアガム、プルラン、キサンタンガム、サクシノグルカン
、寒天、カッパカラギナン、ローカストビーンガム、カシアガム、フェヌグリークガム、
タマリンドガム、デンプン、加工デンプン、脱アシル型ジェランガム、ネーティブ型ジェ
レンガム、サイリューム、ＣＭＣ－Ｎａ，ＨＰＣ，ＭＣからなる群より選択される少なく
とも１種類であることを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の可食性フィルム
。
【請求項５】
　ヒートシール性を有するシール剤を表面に備えることを特徴とする請求項１～４のいず
れか１項に記載の可食性フィルム。
【請求項６】
　縦５０ｍｍ×横１００ｍｍ×厚さ３０μｍの可食性フィルムを６０℃の温水１リットル
に浸漬したときに２分以内に崩壊する特性を有することを特徴とする請求項１～５のいず
れか１項に記載の可食性フィルム。
【請求項７】
　包装材料、食品のセパレーター、麺類の結束帯から選択される素材に使用されることを
特徴とする請求項１～６のいずれか１項に記載の可食性フィルム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、可食性フィルムに関し、特に、水などによって容易に崩壊する性質を有する
可食性フィルムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　水溶性多糖類を主剤とした可食性フィルムは公知であり、代表的なものとしては澱粉を
主剤としたオブラート、プルラン又は澱粉を主剤とした冷水で溶解するフィルム、カラギ
ナンを主剤とする熱水で溶解するフィルムなどの水溶性フィルムが挙げられる（例えば、
特許文献１～４）。
【０００３】
　例えば、特許文献１には、カラギナンを主成分とする多糖類と多価アルコールと水とを
主成分とするヒートシール可能な可食性フィルムが記載されている。また、特許文献２に
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は、澱粉を主成分とし、アルギン酸ナトリウムとカルシウムイオンを含む可食性フィルム
が記載されている。また、特許文献３には、ホモ多糖類及びヘテロ多糖類から選ばれる多
糖類とスクラロースとを含むフィルム状甘味組成物が記載されている。特許文献４には、
γ－ポリグルタミン酸と水溶性高分子から形成されるフィルムに有機酸とリゾチームとを
含有させた口腔衛生用可食性フィルムが記載されている。
【０００４】
　しかし、上記のような水溶性フィルムは溶解するのに時間がかかったり、溶解中のフィ
ルムが粘性を帯びてしまい溶け残りを生じたりするなどの問題点があった。そこで、可食
性フィルムの崩壊性を向上させる目的で、ミクロフィブリル化させた水不溶性天然繊維と
ポリヒドロキシ化合物の混合物を固結剤として含有する可食性フィルムも知られている（
例えば、特許文献５参照）。この可食性フィルムは、粉末状、粒子状などの形状を有する
補助食品などを含有しており、湯や水に接触したときにそれらの補助食品を元の形状に分
離放出する機能を有する。
【０００５】
　さらに、可食性フィルムの耐湿性の向上や質感の改善などの目的で、水溶性フィルムの
表面に水不溶性材料を存在させるフィルムも知られている（例えば、特許文献６参照）。
本文献には、水不溶性材料として繊維状形態を有するものであることも記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平２－３０８７６０号公報（請求項１など）
【特許文献２】特開２００４－２４８６６５号公報（請求項１など）
【特許文献３】特許第４９８２６６９号公報（段落０００５など）
【特許文献４】特開２００７－３２６８０８号公報（請求項１など）
【特許文献５】特開昭６３－３６７６７号公報（請求項１など）
【特許文献６】特開２００１－１６２７０８号公報（請求項１，３など）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、特許文献５では、ミクロフィブリル化した水不溶性天然繊維は、懸濁液
で存在している状態では均一に分散しているが、乾燥すると粒子どうしのゼータ電位によ
り粒子が凝集するため、水で容易には崩壊しなくなってしまう。よって、水不溶性天然繊
維と水溶性ポリヒドロキシ化合物とを共存させるためには、必ず懸濁液の状態でなくては
ならない。このように、ミクロフィブリル化された水不溶性天然繊維は、粉末状にするこ
とができないため、日持ちや流通の面で大きな問題がある。また、ミクロフィブリル化さ
れた粒子は、懸濁液中においても経時的に凝集して二次粒子を形成して崩壊しにくくなる
という欠点がある。さらに、ミクロフィブリル化にはホモジナイザー処理などの特殊な工
程を必要とするため、製造コストがかかるという不都合もある。
【０００８】
　さらに、本文献では、水不溶性天然繊維とポリヒドロキシ化合物は、可食性フィルム中
に１～１０％程度含まれる固着剤として使用されており、水などに接したときに補助食品
を元の形状に分離放出する目的で配合されている。このため、本文献の可食性フィルムは
、例えば異なる素材の食品どうしを仕切るなどの目的に使用されるものではない。
【０００９】
　また、特許文献６では、不溶性素材は耐湿性の向上を目的としてフィルム表面に付着さ
せているため、水などによるフィルム自体の崩壊性の向上は見られず、逆に耐湿性を向上
させる目的であるため水によるフィルム自体の崩壊を阻害する。
【００１０】
　本発明は、水又は水分の多い食材に接したときに容易に崩壊して原型を留めない可食性
フィルムを提供することを目的とする。
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【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者らは、上記問題を解決すべく鋭意研究を重ねた結果、特定の性質を有する食物
繊維素材を配合することすることで、崩壊特性が良好な可食性フィルムとすることを見出
し、本発明を完成させた。
【００１２】
　すなわち、本発明は、水溶性のハイドロコロイドと、食物繊維素材と少なくとも含有し
、前記食物繊維素材は、ＪＩＳ５１０１－１３－１に準拠した方法で測定した保水力が３
５０～２０００質量％（ｗ／ｗ）である天然由来セルロースであることを特徴とする可食
性フィルムである。
【００１３】
　この場合において、前記食物繊維素材は、形態が球状又は繊維状であり、前記球状の場
合は平均粒子径が１０～１５０μｍであり、前記繊維状の場合は平均繊維長が１０～１０
００μｍであることが好ましい。
【００１４】
　また、前記食物繊維素材は、パルプ由来の結晶セルロース、パルプ由来の繊維状セルロ
ース、ビートファイバー、えんどう豆ファイバー、シトラスファイバー、小麦ファイバー
、オート麦ファイバー、サトウキビファイバー、ポテトファイバー、コーンファイバー、
アップルファイバー、グレープシードファイバー、米ぬか由来ファイバー及び大豆由来フ
ァイバーからなる群より選択される少なくとも１種類であることが好適である。
【００１５】
　さらにまた、前記ハイドロコロイドは、グアーガム、タラガム、ＬＭペクチン、ＨＭペ
クチン、アルギン酸ナトリウム、アルギン酸プロピレングリコールエステル、イオタカラ
ギナン、ラムダカラギナン、ゼラチン、アラビアガム、プルラン、キサンタンガム、サク
シノグルカン、寒天、カッパカラギナン、ローカストビーンガム、カシアガム、フェヌグ
リークガム、タマリンドガム、デンプン、加工デンプン、脱アシル型ジェランガム、ネー
ティブ型ジェレンガム、サイリューム、ＣＭＣ－Ｎａ，ＨＰＣ，ＭＣからなる群より選択
される少なくとも１種類であることが好ましい。
【００１６】
　さらに、ヒートシール性を有するシール剤を表面に備えることが好ましい。
　さらにまた、縦５０ｍｍ×横１００ｍｍ×厚さ３０μｍの可食性フィルムを６０℃の温
水１リットルに浸漬したときに２分以内に崩壊する特性を有することが好適である。
　上記の場合において、包装材料、食品のセパレーター、麺類の結束帯から選択される素
材に使用されることが好ましい。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、十分なフィルム強度を有しながら、水又は水分の多い食材に接したと
きに容易に崩壊して原型を留めない可食性フィルムを提供することが可能となる。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
１．可食性フィルム
　以下、本発明の可食性フィルムについて説明する。本発明の可食性フィルムは、水溶性
のハイドロコロイドと、食物繊維素材と少なくとも含有し、食物繊維素材は、ＪＩＳ５１
０１－１３－１に準拠した方法で測定した保水力が３５０～２０００質量％（ｗ／ｗ）で
ある天然由来セルロースである。そして、本発明の可食性フィルムは、水又は水分の多い
食材に接した時に容易に崩壊して原型を留めない性質を有する。以下、各成分について詳
細に説明する。
【００１９】
（１）ハイドロコロイド
　ハイドロコロイドは、本発明の可食性フィルムを構成する成分の１つであり、水に溶解
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する性質を有している。ハイドロコロイドの具体例としては、可食性フィルムが使用され
る目的や、使用対象の食品物性などにより任意のものを使用することができる。
【００２０】
　特に、１０℃以下の冷水や２５℃前後の室温水での可食性フィルムの崩壊を目的とする
場合は、例えば、冷水可溶のハイドロコロイド、具体的にはグアーガム、タラガム、ＬＭ
ペクチン、ＨＭペクチン、アルギン酸ナトリウムなどのアルギン酸塩（カルシウム塩は除
く）、アルギン酸プロピレングリコールエステル、イオタカラギナン、ラムダカラギナン
、ゼラチン、アラビアガム、プルラン、キサンタンガム、サクシノグルカン、ＣＭＣ－Ｎ
ａ、ＨＰＣ、ＭＣなどが挙げられる。また、５０℃以上での温水での崩壊を目的とする場
合は、温水可溶のハイドロコロイド、具体的には寒天、カッパカラギナン、ローカストビ
ーンガム、カシアガム、タマリンドガム、デンプン、加工デンプン、脱アシル型ジェラン
ガム、ネーティブ型ジェランガム、サイリュームシードガムなどが挙げられる。
【００２１】
　可食性フィルムに含まれるハイドロコロイドの含有量は、最終的な可食性フィルムの重
量に対して５～９５質量％の範囲内が好ましく、２０～８０質量％の範囲内がより好まし
い。ハイドロコロイドの含有量が５質量％と下回ると十分なフィルム強度が得られにくく
、９５質量％を上回ると食物繊維素材の比率が相対的に小さくなって十分な崩壊効果が得
られにくくなるほか、ハイドロコロイド溶液の粘性が高くなるため、作製したフィルムに
おいても糊状感を感じやすく食感において違和感が生じやすい。
【００２２】
（２）食物繊維素材
　食物繊維素材は、ＪＩＳ５１０１－１３－１に準拠した方法で測定した保水力が３５０
％～２０００質量％（ｗ／ｗ）の範囲内である天然由来セルロースである。食物繊維素材
の保水力は、４００～１５００質量％（ｗ／ｗ）がより好ましい。食物繊維素材の保水力
が３５０質量％より小さいと、可食性フィルムの保水力が小さすぎて十分な崩壊効果が得
られにくい。反対に、食物繊維素材の保水力が２０００質量％より大きいと、可食性フィ
ルムの保水力が大きすぎて可食性フィルムのフィルム強度が弱くなりやすいほか、可食性
フィルムを作製する際、ハイドロコロイド溶液の粘性が高くなり作業しにくい問題もある
。
【００２３】
　なお、保水力の測定方法は、後述する実施例に記載の方法で測定した値として定義する
ことができる。具体的には、ＪＩＳ５１０１－１３－１の方法に準じた方法で、試料は５
．０ｇを使用し、精製亜麻仁油の代わりにイオン交換水を使用した方法で測定した値であ
る。ここで、保水力１００質量％（ｗ／ｗ）ということは、食物繊維素材５．０ｇが水５
．０ｇの水を保水したということになる。よって、保水力が「３５０～２０００質量％」
ということは、食物繊維素材５．０ｇが１７．５～１００ｇの水を吸収したということに
なる。
【００２４】
　食物繊維素材の形態は、特に制限はないが、球状又は繊維状のものが好ましい。ここで
、球状とは、二次凝集したものも含む。食物繊維素材の形態が球状の場合、平均粒子径が
１０μｍ～１５０μｍの範囲内であるものが好ましい。食物繊維素材の形態が球状の場合
、平均粒子径が１０μｍを下回ると、可食性フィルムの崩壊効果が弱くなりやすく、さら
に粉体が二次凝集を起こして見かけの粒子径が大きくなり可食性フィルムのフィルム強度
が低下してしまう。一方、食物繊維素材の形態が球状の場合、平均粒子径が１５０μｍを
上回ると、可食性フィルムのフィルム強度が弱くなりやすく、さらに可食性フィルムを作
製する際にハイドロコロイド溶液の粘性が高くなり作業しにくい。ここでいう平均粒子径
とは、一次粒子の平均粒子径を意味する。
【００２５】
　また、食物繊維素材の形態が繊維状の場合、平均繊維長が１０μｍ～１０００μｍの範
囲内であるものが好ましい。食物繊維素材の形態が繊維状の場合、平均繊維長が１０μｍ
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を下回ると、可食性フィルムの崩壊効果が弱くなりやすく、さらに粉体が二次凝集を起こ
して見かけの粒子径が大きくなり可食性フィルムのフィルム強度が低下してしまう。一方
、食物繊維素材の形態が繊維状の場合、平均繊維長が１０００μｍを上回ると、可食性フ
ィルムのフィルム強度が弱くなりやすく、さらに可食性フィルムを作製する際にハイドロ
コロイド溶液の粘性が高くなり作業しにくい。
【００２６】
　球状の天然由来セルロースは、主として直接打錠用賦形剤などに使用されているものを
採用することができる。また、繊維状の天然由来セルロースは、主として溶液の分散安定
剤や錠剤の賦形剤として使用されているものを採用することができる。
【００２７】
　天然由来セルロースとしては、上記の保水力を有するものであれば特に限定されないが
、例えば、パルプ由来の結晶セルロース、パルプ由来の繊維状セルロース、ビートファイ
バー、えんどう豆ファイバー、シトラスファイバー、小麦ファイバー、オート麦ファイバ
ー、サトウキビファイバー、ポテトファイバー、コーンファイバー、アップルファイバー
、グレープシードファイバー、米ぬか由来ファイバー、大豆由来ファイバーなどを挙げる
ことができる。
【００２８】
　食物繊維素材は、最終的な可食性フィルム中のハイドロコロイドの重量に対して１０～
２００質量％（ｗ／ｗ）添加するのが良く、２０～１３０質量％添加することがさらに好
ましい。上記の添加量が１０質量％より少ないと、十分な崩壊効果が得られにくい。また
、上記の添加量が２００質量％より多いと、十分なフィルム強度が得られにくく、可食性
フィルムを作製する際にハイドロコロイド溶液の粘性が高くなり作業しにくい。
【００２９】
（３）可食性フィルムの特性
　可食性フィルムの膜厚は、１５μｍ～１５０μｍの範囲内が好ましく、２５μｍ～１０
０μｍの範囲内がより好ましい。可食性フィルムの膜厚が１５μｍより薄いとフィルム強
度が弱くなり、包装材料、食品のセパレーター、結束帯などに使用した場合、破損や断裂
などの問題が生じる。１５０μｍより厚いと柔軟性に欠け、取扱いが困難になるばかりで
なく、水等による崩壊性も悪くなりやすい。
【００３０】
　可食性フィルムの崩壊時間は、横５０ｍｍ×縦１００ｍｍ×厚さ３０μｍに調整した可
食性フィルムを６０℃の温水１Ｌを入れた１Ｌビーカーに可食性フィルムの上部を持ち浸
漬し、崩壊した時間を測定した場合、２分以内に崩壊することが好ましく、１分以内がさ
らに好ましい。崩壊時間が２分より長いと、可食性フィルムを食品に適用した場合に崩壊
が遅くなり、フィルムの一部が食品に残留して食感等に違和感を与えやすくなる。
【００３１】
　本発明の可食性フィルムは、水溶性のハイドロコロイドと食物繊維素材を含有させたこ
とにより、十分なフィルム強度を有しながら、水又は水分の多い食材に接した時に容易に
崩壊して原型を留めない崩壊性を付与することができる。
【００３２】
　従来も、水又は温水に溶解する可食性フィルムはあったが、水に溶解してしまうとハイ
ドロコロイドの粘性が発生し、食品と併用した場合には食品の食感を妨げる粘りを発生さ
せていた。また、ハイドロコロイドのみを使用した可食性フィルムは、構造が密状態にな
っているため、水又は温水による溶解が遅かった。
【００３３】
　一方、本発明の可食性フィルムは、ハイドロコロイドと食物繊維素材とを併用すること
により、容易に崩壊させることができる。このため、本発明の可食性フィルムは、崩壊性
を有しているため、食品の仕切りに使用した場合などでは、電子レンジなどを使用した加
温により容易に崩壊し、仕切りの効果がなくなるが、崩壊であるためハイドロコロイドの
粘性が少なく食感を妨げることがない。
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【００３４】
　食物繊維素材を配合することにより可食性フィルムの崩壊が早くなる理由としては、可
食性フィルムの主成分であるハイドロコロイドの溶解より早く食物繊維素材が吸水膨潤し
、これにより可食性フィルムが破壊され、ばらばらの状態になるためであると考えられる
。この後にハイドロコロイドが溶解し始めるが、ばらばらの状態で存在するため、食した
ときに糊状感を感じることはほとんどない。上述したように、保水力や粒子形状が本発明
の範囲外であると、良好な崩壊性やフィルム強度が得られにくい。
【００３５】
　特に、食物繊維素材が保水力３５０～２０００質量％（ｗ／ｗ）の天然由来セルロース
であることから、崩壊性が良好で、かつ耐湿性に優れ、さらに触った感じ（質感）が良好
で、高い強度を有する可食性フィルムとすることができる。
【００３６】
　さらに、本発明では、食物繊維素材として天然由来セルロースを使用しているため、例
えば一般に入手容易なセルロース素材や、食品廃材、農業廃材などを利用すれば、安価に
可食性フィルムを提供することができる。
【００３７】
（３）その他の成分
　可食性フィルムには、従来の可食性フィルムを製造する時に使用される他の成分を配合
してもよい。このような他の成分としては、例えば、多価アルコール、色素、香料などを
挙げることができる。その他の成分の含有量は、可食性フィルムの全体量に対して、７０
質量％以下であることが好ましく、５０質量％以下であることがより好ましく、４０質量
％以下であることが特に好ましい。
【００３８】
（４）シール剤
　可食性フィルムは、表面にシール剤を積層又は塗布してヒートシール性を付与すること
ができる。シール剤としては、例えばゼラチン、プルラン、カゼイン、などを挙げること
ができる。シール剤の積層又は塗布方法は、一般的に行われている方法でよい。積層又は
塗布の具体的な方法としては、例えば、作製した可食性フィルムの表面にシール剤溶液を
キャスティングして乾燥させたり、スプレーやはけで塗布したりする方法などを挙げるこ
とができる。
【００３９】
　可食性フィルムの表面にシール剤を塗布することにより、可食性フィルムをヒートシー
ルして袋状などに加工することが可能となる。これにより、例えば袋状にした可食性フィ
ルムの袋内に調味料や油などを充填すれば、軽量な容器となり、手を汚すことがなく、水
やお湯に即溶解する製品を作製することができる。
【００４０】
２．可食性フィルムの製造方法
　次に、本発明の可食性フィルムの製造方法について説明する。可食性フィルムの製造方
法は、原料となるハイドロコロイドと食物繊維素材とを調整し、これを混合することで製
造することができる。原料のハイドロコロイドと食物繊維素材は、いずれも粉末状態でも
よく、溶媒に溶解させた溶液状態であってもよい。粉末状態の原料を使用する場合、ハイ
ドロコロイドと食物繊維素材と溶媒とを混合して撹拌することで、懸濁液を調整する。溶
液状態の場合は予め溶媒に溶解したハイドロコロイドと食物繊維素材とを混合することで
懸濁液を調整する。粉末状態、溶液状態のいずれにおいても、溶媒として水を挙げること
ができる。ハイドロコロイドと食物繊維素材を混合する際の温度は、通常、７０～１００
℃の範囲内であり、混合時間は１～６０分の範囲内であるが室温で溶解するハイドロコロ
イドは室温で混合してもかまわない。
【００４１】
　調製した懸濁液は、公知の方法で成膜する。成膜方法としては、例えば、キャスティン
グ法、インフレーション法、スプレー法、印刷法などを挙げることができ、キャスティン
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成膜後は乾燥することで可食性フィルムとなる。乾燥条件としては、特に制限はないが、
通常、乾燥温度は６０～９０℃、乾燥時間は１～６０分間程度である。
【００４２】
３．可食性フィルムの用途
　本発明の可食性フィルムは、包装材料、食品のセパレーター、結束帯から選択される素
材に好適に使用することができる。包装材料は、食品や菓子などを包装する素材であり、
例えば、可溶性コーヒーなどを入れる小袋、キャンディーやチョコレート、チーズなどを
包む包装素材（包装紙、カップ状、シート状容器等を含む）などを挙げることができる。
また、食品のセパレーターとしては、二以上の食品要素を仕切る素材であり、例えば、ケ
ーキのスポンジと生クリームを仕切る部材、焼き菓子や調理パン、惣菜などの具材と生地
との間を仕切る部材などを挙げることができる。また、結束帯は、麺類などを結束する素
材であり、例えば、パスタ、そばなどを結束する部材などを挙げることができる。
【実施例】
【００４３】
　以下、本発明を実施例に基づいて具体的に説明するが、これらは本発明の目的を限定す
るものではない。また、以下の実施例において「％」表示は特に規定しない限り重量基準
（重量パーセント）である。
【００４４】
（食物繊維素材の保水力測定法）
　試料（植物繊維素材）の５．０ｇを用い、精製あまに油の代わりにイオン交換水を使用
し、ＪＩＳ５１０１－１３－１の方法に準じた方法で試料の保水力を測定した。
【００４５】
（可食性フィルムの崩壊時間測定）
　縦５０ｍｍ×横１００ｍｍ×厚さ３０μｍの可食性フィルムを、２０℃の水１Ｌを入れ
たビーカーと、６０℃の温水１Ｌを入れたビーカーに、それぞれ可食性フィルムの上部を
持ち浸漬し、崩壊した時間を測定した。
【００４６】
（可食性フィルムの強度測定法）
　可食性フィルムを、横３０ｍｍ×縦５０ｍｍに切断し、これをテクスチャーアナライザ
ーＴＡ．ＸＴ．Ｐｌｕｓ（英弘精機）を使用し、引っ張り速度２０ｍｍ／分，温度２０℃
で引っ張り強度を測定した。
【００４７】
（食物繊維素材の粒子径測定）
　粒子状のものは、Ｍｉｃｒｏｔｒａｃ　ＭＴ３０００（日機装社製）を使用し、分散溶
媒９９％エタノールを使用して測定した。繊維状のものは顕微鏡法で測定した。また、一
部の試料については、食物繊維素材のメーカーが開示している測定結果を引用した。
【００４８】
食物繊維素材は表１の素材を、ハイドロコロイドは表２の素材を使用した。
【００４９】
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【表１】

【００５０】
【表２】

【００５１】
１．実験例１
　表３に示した配合にて可食性フィルムを作製した。具体的には水にカッパカラギナン、
寒天、食物繊維素材、ソルビトールを加えた後、９５℃にて５分間溶解した（溶液作製量
５００ｇ）。植物繊維素材は、表４に示すものを使用した。得られた混合物を、支持体を
使用してキャスティング法にて流延させた後、８５℃にて乾燥し、厚さ３５μｍの可食性
フィルムを作製した。作製した可食性フィルムについて崩壊時間とフィルム強度を測定し
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【００５２】
【表３】

【００５３】
【表４】

【００５４】
　以上のように、保水力が３５０％を下回る比較例２，３は、崩壊時間が長く、フィルム
強度が低かったのに対して、保水力が３５０％以上の実施例１～９では、崩壊時間が短く
、フィルム強度が高いことがわかった。したがって、保水力が３５０％を上回る食物繊維
素材をフィルム素材とすることにより、容易に崩壊し強度が高い可食性フィルムを作製す
ることができることがわかった。
【００５５】
２．実験例２
　表５に示した配合にて可食性フィルムを作製した。製法は、実験例１と同様に各成分を
水に添加し溶解後キャスティング法にて作製した。さとうきびファイバーの配合量は表６
に記載のものとした。可食性フィルムの膜厚は４５μｍに調整した。作製した可食性フィ
ルムについて、実験例１と同様の方法で崩壊時間とフィルム強度を測定した。その結果を
表６に示す。
【００５６】
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【表５】

【００５７】
【表６】

【００５８】
　以上のように、保水力が３５０％を下回る比較例５は、崩壊時間が長く、フィルム強度
が低かったのに対して、保水力が３５０％以上の実施例１０～１４では、崩壊時間が短く
、フィルム強度が高いことがわかった。したがって、保水力が３５０％を上回る食物繊維
素材をフィルム素材とすることにより、容易に崩壊し強度が高い可食性フィルムを作製す
ることができることがわかった。
【００５９】
　また、実施例１０～１４を比較すると、さとうきびファイバーの添加量が１００％の場
合は、崩壊速度が速く、かつフィルム強度が高いことがわかった。したがって、食物繊維
素材を１００％となるように配合することで、容易に崩壊し強度が高い可食性フィルムを
作製することができることがわかった。
【００６０】
３．実験例３
　表７に示した配合にて可食性フィルムを作製した。製法は、実験例１と同様に各成分を
水に添加し溶解後キャスティング法にて作製した。ハイドロコロイドの種類と配合量は表
７に記載のものとした。膜厚は５０μｍに調整した。作製した可食性フィルムについて崩
壊時間とフィルム強度を測定し、結果を表８に記載した。また、比較例としてポテトファ
イバー無添加のフィルムも作製した。
【００６１】

【表７】

【００６２】
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【表８】

【００６３】
　以上のように、食物繊維素材を添加した可食性フィルムは、ハイドロコロイドの種類が
異なっても良好に崩壊した。
【００６４】
４．実験例４（シール剤を塗布）
　実施例１６で作製した可食性フィルムに２０％ゼラチン溶液をスプレーして乾燥するこ
とにより、表面にゼラチンが塗布された可食性フィルムを作製した（実施例２８）。同様
に、表面に３％カゼイン溶液をスプレーした可食性フィルムを作製した（実施例２９）。
インパルスシーラー（２００℃）を使用して３０ｍｍ×３０ｍｍの袋状に製袋し、中にラ
ー油、砂糖をそれぞれ充填した。ラー油を充填したものはラーメンに、砂糖を充填したも
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粘することなく違和感のないものになった。
【００６５】
５．実験例５（セパレートに使用）
　実施例３、実施例７、実施例８、実施例９で作製した可食性フィルムを１２ｃｍ×１２
ｃｍに成形し、電子レンジで用時加熱して食する市販されている表９の食品にセパレート
用フィルムとして応用した。具体的には、市販商品の麺やご飯部分とカレーやスープなど
の調味部分を分けてそこに可食性フィルムを入れて再びあわせた。これを電子レンジにて
適宜加熱して食すのに適した状態にしたときの状態を観察し、表９に結果を記載した。
【００６６】
【表９】

【００６７】
　以上のように、ハイドロコロイドと食物繊維素材とを配合した可食性フィルムは、食品
のセパレート用に好適に使用できることがわかった。



(14) JP 2018-23311 A 2018.2.15

フロントページの続き

Ｆターム(参考) 4B035 LC04  LE06  LE12  LG20  LG21  LG22  LG23  LG25  LG26  LG27 
　　　　 　　        LG28  LG32  LG33  LG34  LG40  LK19 
　　　　 　　  4B041 LD01  LD03  LH05  LH07  LH09  LH10  LH11  LH16  LK21  LK31 
　　　　 　　        LK42 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	overflow

